
ベトナム
ベトナム社会主義共和国

面　積　　33万1051km2

人　口　　8602万4600人（2009年平均）

首　都　　ハノイ

言　語　　ベトナム語

宗　教　　仏教，キリスト教，カオダイ教，ホアハオ教など

政　体　　社会主義共和制

元　首　　グエン・ミン・チェット大統領（国家主席）

通　貨　　ドン（ 1米ドル＝18,932ドン，2010年末現在）

会計年度　 1月～12月

①ディエンビエン省
②ライチャウ省
③ラオカイ省
④ハザン省
⑤カオバン省
⑥イェンバイ省
⑦トゥエンクアン省
⑧バクカン省
⑨ランソン省
⑩タイグエン省
⑪ヴィンフック省
⑫フートォ省
⑬ソンラ省
⑭ハノイ市（首都,中央直轄市）
⑮バクニン省
⑯バクザン省
⑰クアンニン省
⑱ハイフォン市（中央直轄市）
⑲ハイズオン省
⑳フンイェン省
㉑ホアビン省
㉒ハナム省
㉓タイビン省
㉔ナムディン省
㉕ニンビン省
㉖タインホア省
㉗ゲアン省
㉘ハティン省
㉙クアンビン省
㉚クアンチ省
㉛トゥアティエン＝フエ省
32ダナン市（中央直轄市）
33クアンナム省
34クアンガイ省
35コントゥム省
36ビンディン省
37ザーライ省
38フーイェン省
39ダクラク省
40ダクノン省
41カインホア省
42ニントゥアン省
43ラムドン省
44ビンフォック省
45タイニン省
46ビンズオン省
47ドンナイ省
48ビントゥアン省
49バリア＝ヴンタウ省

51ロンアン省
52ドンタップ省
53アンザン省
54ティエンザン省
55ベンチェ省
56ヴィンロン省
57カントー市（中央直轄市）
58ハウザン省
59キエンザン省
60チャヴィン省
61ソクチャン省
62バクリュウ省
63カマウ省
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経済が回復基調示すなか，
諸問題への対応に追われる
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概　　況
　2010年の国内政治では，2011年 1月に開催が予定される第11回ベトナム共産党
全国代表者大会（以下，党大会）に向けた準備が中心的な課題となった。また，
2010年にベトナムは ASEAN議長国の職責を担っており，ズン首相をはじめとす
る政府関係者にとって例年以上に多忙な年となった。そうしたなか，政府は南北
高速鉄道建設計画案の見直しを国会で迫られるなど，舵取りに苦慮する場面が見
られた。
　世界同時不況の影響から落ち込んでいた経済は回復基調が顕著となり，GDP
成長率は過去 2年を上回る6.78％となった。とくに急回復した輸出の伸びが成長
を牽引した。しかし，マクロ経済状況は不安定なものとなった。貿易赤字の拡大
とともに，年後半はインフレの進行，ドン安，金価格の高騰が一気に進み，国家
銀行と財政省は対応に追われた。国内最大企業のひとつであるビナシン経済集団
（ベトナム造船工業総公司を母企業とするコングロマリット）の巨額債務問題が浮
上し，政府は大掛かりな再建計画に乗り出した。
　対外関係では，ASEAN議長国としての職責を無事に果たした。数多くの要人
の来訪，国際会議の準備，運営を無事にやりとげて得た経験知と自信は，外交面
だけでなく，ベトナム人自身にとっても積極的な意義を持つ。また，中国，ロシ
アとの外交関係樹立60周年，アメリカとの外交関係樹立15周年，EUとの関係樹
立20周年を迎えるなど，節目の年となった。

国 内 政 治

党大会に向けて進む準備
　2010年には第11回党大会の開催に向けての雰囲気づくりとともに，具体的準備

2010年のベトナム
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が進められた。党員・幹部の規律引き締めを企図した「ホー・チ・ミンの道徳の
範に従った学習と仕事」運動は年間を通して各部門，各地，各レベルで展開され，
第11回党大会開催 1カ月前の12月12日には実践 4年間の総括会議が開かれた。国
への貢献を競う愛国競争運動も各部門，各地方で展開され，12月27～28日には全
国レベルの愛国競争大会が開かれた。ズン首相は党，軍，国民が愛国の伝統，民
族大団結の力を発揮するよう呼び掛け，きたる党大会に向けて国民の愛国心の盛
り上げを図った。
　また，党大会に向けた具体的準備も周到に進められた。ノン・ドゥック・マイ
ン書記長やグエン・フー・チョン国会議長など党大会の準備に責任を持つ党最高
指導者らが 1月から地方を行脚し，直接指導にあたった。農村部の行政末端単位
である社，その直接上のレベルの県・郡など第 3級行政区で開かれた各レベルの
党大会に党政治局員，書記局員が直接出席するケースが， 3月以降，Nhan Dan

紙上で確認されるようになった。 7月に入ると，党政治局は中央に次ぐレベルで
ある各地方省・中央直轄市および軍・公安など重要部門の党組織代表に対し，当
該対象で開かれる党大会の方針について直接指導を行った。記事によっては会場
の記載が見られないが，各省・中央直轄市の代表は地元から首都ハノイに出てき
て党中央本部で協議を行った模様である。党政治局から直接指導を受けた後，各
省・中央直轄市および軍・公安など重要部門の党大会は相次いで開催され，2011
年 1月に開催が予定される全国レベルの党大会に向けて環境が整えられていった。

党中央委員会―党大会準備を中心に議論
　2010年に党中央委員会総会（以下，党中央委総会）は，第10期第12回党中央委総
会（ 3月22～28日），第10期第13回党中央委総会（10月 7～14日），第10期第14回党
中央委総会（12月13～22日），の 3度開かれた。
　最初の第10期第12回党中央委総会では，（1）2011年補充，発展版社会主義への
過渡期における祖国建設綱領（以下，党綱領），（2）2011～2020年の10カ年経済・
社会発展戦略（以下，10カ年経済・社会発展戦略），（3）第11回党大会における第
10期党中央委員会の政治報告（以下，政治報告），（4）党条例の執行総括と補充・
修正提案報告，の各草案について審議が行われた。
　同総会の通報によれば，同中央委総会ではきたる第11期の重要任務として以下
の点を政治報告草案に盛り込むことで意見が統一された。（1）党の領導能力・戦
闘力の向上，（2）行政改革，とくに行政手続き改革，（3）人材の質の向上，（4）経
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済インフラ，とくに交通インフラの足並みを揃えた建設，（5）幹部・公務員・職
員・労働者の給料・収入の分配関係，政策の刷新，（6）道徳，生活様式の衰退な
ど，対処に緊急を要するいくつかの社会問題の集中的な解決，（7）汚職，濫費，
官僚主義の防止・取り締まり，である。また経済面については，速やかかつ着実
な発展が求められているとの認識の下，2011～2015年の主な発展指標として，年
間平均 GDP成長率 7～ 8 ％，2015年における 1人当たり GDPを2010年時の1.7
倍の2100ドルにするとの数値目標が掲げられた。
　続く第10期第13回党中央委総会では，（1）2010年の経済・社会発展任務・計画
と2010年の国家予算実行状況，2011年の経済・社会発展計画と国家予算案，（2）
2011～2015年の経済・社会発展計画と国家予算の方向性，（3）郡，県，坊（都市部
の末端行政単位）における人民評議会不組織の試験的実行の状況総括と今後の方
針，（4）第11期党中央委員会の人事案，などについて審議が行われた。
　経済・社会発展については，党大会に関連して2020年までに近代的方向に従っ
て基本的に工業国になるための基礎を構築することが大目標として確認された。
そして， 3月に開かれた第12回党中央委総会で 7～ 8％の成長を目標にするとし
ていた2011～2015年の年間平均 GDP成長率が， 7～7.5％に下方修正された。先
の党中央委総会から半年ほどを経て，国内外の経済状況とその見通しに対する変
化が，成長率目標の引き下げに反映されていると考えられる。また，第13回党中
央委総会では，2011～2015年におけるベトナム経済の発展と再構築の方向性につ
いて，マクロ経済の健全な安定とインフレ抑制，近代化の方向に従った工業・建
設部門の発展，近代化の方向に従った全面的な農業の発展など，12の基本的項目
を定めたが，そのなかでも次の 3点を突破口として挙げている。（1）社会主義志
向市場経済制度を完成させること。中心的課題は平等な競争環境の創造と行政改
革，（2）国民教育の全面的な刷新に集中し，人材，とくに高度な質を持つ人材の
源泉を速やかに発展させること，（3）交通体系・大都市インフラに集中し，いく
つかの近代的な施設とともに，足並みをそろえてインフラ体系を建設すること，
以上である。
　2008年11月15日に国会で決議が可決され，2009年に入り具体化されて10省・中
央直轄市，67県，32郡，483坊で試験的実施が動き出した，郡，県，坊の人民評
議会不組織の試験的実行については，実施期間も短く，まだ長所，欠点を評価し
うる段階にないことから，試験的実施の継続が決められた。この問題に関連して
は，人民評議会が不組織となった県・郡，坊において省・中央直轄市の人民評議
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会がいかに代替作業を担っていくのかなど，さまざまな課題が浮上している。
　2010年最後の第10期第14回党中央委総会では，（1）第11回党大会に提出される
文献草案に対する各級党大会，国会代表，祖国戦線，人民団体，幹部，党員，人
民からの意見，（2）第11回党大会に提出するための第10期党中央委員会の領導，
指導点検報告，第10期党中央委員会・党政治局・党書記局の就業規則の実行状況
点検報告，（3）第11期党中央委員会の人事案，について審議が行われた。同総会
通報によれば，同党中央委総会において第11回党大会に提出する人事案が固めら
れ，第11回党大会の開催日程を2011年 1月12～19日とすることが決められている。
他方，具体的には言及されていないものの，いくつかの問題については困難かつ
複雑で，何度議論をしても合意に至らず，意見の相違がうまらないため，大会後
の研究課題とすると同通報は述べている。

国会―政府活動を見る目厳しく
　2010年の通常国会は，第12期第 7回国会（ 5月20日～ 6月19日），第12期第 8回
国会（10月20日～11月26日）の例年通り 2回開催された。国会の常任機関である国
会常務委員会の会合は，第12期第27回会合から第12期第36回会合まで 1～12月に
10度開催され，通常国会への提出に向けた法案審議など，活動を継続して行った。
3月15～19日に開かれた第12期第29回会合では，ブ・ヴァン・ニン財政相，グエ
ン・ホン・クアン建設相，チュオン・ホア・ビン最高人民裁判所長官などに対す
る質疑が行われた。終了後，グエン・フー・チョン国会議長は「国会常務委員会
における政府閣僚との質疑応答は不可欠であり，継続して実施する必要がある」
と述べている。この発言には政府活動への国会常務委員会の監視を強化すること
に対する意欲が見て取れる。
　第12期第 7回国会では障害者法，食品安全法など10法案が可決された（表 1参
照）。また，環境保護税法，行政訴訟法，消費者権利保護法など 6法案について
意見が集められている。また，表 2に挙げたような形で，選挙民が憂慮する問題
が集約された。tuoi tre紙でも大きく報じられたように，同国会の審議のなかで
多くの国民の耳目を集めたのが北部に位置する首都ハノイ市と南部に位置するベ
トナム経済の中心地ホーチミン市を結ぶ南北高速鉄道の建設計画案であった。政
府側は高速鉄道が敷設される地方への直接的な経済・社会利益だけでなく，ほか
の地域に対する波及効果も大きいとしている。しかし，ベトナム一国の2005年時
の GDP 530億ドルを上回る560億ドルにも及ぶ支出見込みに対し，資金調達にた
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とえ ODAを用いたとしても，将来的な国家の財政負担への懸念が残ることなど
から，多くの国会代表が反対の立場を表明した。水力発電所，原子力発電所の建
設など大規模プロジェクトが進行するなかで，さらにこうした大プロジェクトを
進めた場合，将来的に負債は返済できるのか，といった憂慮を多くの国会代表が
共有していると考えられる。そのほかにも，空路・海路など既存の交通手段全体
への影響をまず斟酌する必要があるのではないか，現在のベトナムの状況からす
れば非常にロマン性が強い計画ではないかなど，さまざまな意見が出されている。
しかしながら，正式採決前に行われた見込調査では57.14％の国会代表が同プロ
ジェクトに対する決議の可決に賛成する意向を示しており，正式採決の段階まで
見通しは不鮮明であった。結局， 6月19日に行われた採決では， 3度にわたり同
プロジェクト関連決議の採決が行われ，いずれも否決された。そして，政府に対
し，北部と南部を結ぶ交通体系と同様に，全国の交通総合計画を完成するべく引
き続き検討を行うことを求めることが決められた。
　続く第12期第 8回国会では環境保護税法，国会代表選挙法・人民評議会代表選
挙法修正・補充法など 9法案が可決された（表 1参照）。また，首都法，独立会計
法，請願法など 9法案，第11回党大会で協議される諸文献の草案についても意見
が集められている。同会期ではヴ・フイ・ホアン工商相ら政府閣僚に続いてズン
首相が質疑に登場し耳目を集めた。11月24日，ズン首相は（1）インフレ抑制と価
格管理，（2）ボーキサイト（アルミニウムの原料）の開発・加工とタンラーイ（ラム
ドン省）とニャンコー（ダクノン省）における計画の試験的展開，（3）ビナシン経済
集団について，（4）人民の生産・生活のための電力供給の保全について，（5）中部
諸省の自然災害被害克服と気候変動，海水面上昇への対処に関するいくつかの主

表 1　2010年の国会で可決された法律
名称 可決された法律

第12期第 7回国会
（2010年 5 月20日～ 6月19日）

ベトナム国家銀行法（修正），信用組織法（修正），非農地使用税
法，養子養育法，刑事判決執行法，倹約的・効果的エネルギー
使用法（Luat Su dung nang luong tiet kiem va hieu qua），障
害者法，郵政法，商業仲裁法，食品安全法

第12期第 8回国会
（2010年10月20日～11月26日）

環境保護税法，監査法（修正），行政訴訟法，職員法，消費者権
利保護法，鉱山物法（修正），証券法修正・補充法，保険経営法
修正・補充法，国会代表選挙法・人民評議会代表選挙法修正・
補充法

（注）　法文名は記された原語に即して訳出している。
（出所）　Nhan Dan紙，2010年 5月21日付， 6月20日付，10月21日付，11月27日付にもとづき筆

者作成。
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要任務，（6）農業・農村に対する
投資と農業・農民・農村に関する
中央決議の展開について，以上
（報告順）6つの問題に関して答弁
を行った。なかでも注目されたの
が，上記（2），（3）の問題であった。
（2）のボーキサイトの開発・加工
に絡む問題は，中部高原地域にお
けるボーキサイト開発とアルミニ

ウム製造プロジェクトに絡む問題である。タンラーイのアルミニウム精錬工場に
ついては2011年 4月に商品生産開始，ニャンコーについては2012年末の操業開始
が見込まれている。同プロジェクトが問題とされたのは，次の理由による。①大
きなプロジェクトであるにもかかわらず，国会での審議を経ずに党・政府中心に
進められたという印象が強いこと，②石炭・鉱山物工業集団（Tap doan Cong ng-
hiep Than-Khoang san）が投資主となってはいるが，国民感情としていまだ中国に
対する警戒感が残るなかで，エンジニアリング・資機材調達・建設工事（EPC）を
中国アルミニウム集団（Tap doan Nhom Trung Quoc）が行うこと，③ハンガリーで
起きたアルミニウム精錬工場の有毒な廃液貯水池の決壊事故の経験から，環境破
壊への懸念が存在すること，である。ズン首相は答弁において同プロジェクトに
ついて 1度国会に報告したとした。しかし，ズオン・チュン・クォック国会代表
が，「今日の人民，明日の歴史がそれぞれの人の活動を検討し評価できるように，
この問題について評決がされる際には，投票者の名前を公開する」よう国会に求
めたように，少なくとも一部の国会代表および国民のなかには国会での審議なし
に同プロジェクトが進められたとの不信感が存在している。
　次に，上記（3）のビナシン問題とは，1996年当初，垂直型企業グループ（91型総
公司）として設立され，2006年に経済集団に改組されたビナシン経済集団が，世
界的不況，杜撰な経営により2008年終わり頃から深刻な経営不振に陥り，巨額負
債を抱えるに至った問題である（経済の項を参照）。国会代表からはこの問題に対
する首相，関係閣僚の管理責任を問う声が上がった。ズン首相は「政府を率いる
者として，政府の限界，弱点について謹んで責任を負う」として自身の責任を認
めている。tuoi tre紙によれば，グエン・ミン・トゥェット国会代表による，政
府閣僚の責任調査臨時委員会の設立提案は退けられた。しかし，チョン国会議長

表 2　 2009年後期国会から2010年前期国会の
間に把握された国民が憂慮する問題

憂慮する問題
・道徳，文化，生活方式の退化
・官僚主義，汚職，濫費
・物価の上昇
・生産，生活のための電力不足
・環境汚染
・食品衛生の保全状況に対する危惧
（出所）　Nhan Dan紙，2010年 6月20日付にもとづ

き筆者作成。
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は「本日，首相は何度も責任を認めると述べた。人民の信頼を取り戻し，強化し，
よりよく，より厳正に処理するために，今国会における質疑が具体的な責任追及
をさらに促進することを我々は望む」として，ズン首相に対応を求めている。

政府―目標経済成長率達成するもビナシン問題などで守勢に
　2010年，政府は 4月に「マクロ経済安定・高インフレ抑制・約6.5％の経済成
長達成のための方策に関する決議」を出すなど，一貫してマクロ経済安定，高イ
ンフレ抑制，一定の経済成長の達成を目標に据えて活動した（経済の項参照）。11
月 6日には緊急公文を出し，省級人民委員会委員長に対し，物価管理の検査組織
の設立を求め，11月15日までに報告するよう指示を出すなど，強気の指導も見ら
れた。また，政府行政手続工作専従グループによる地方訪問，関連機関における
行政手続のための土曜開業，政府官房直属の行政手続検察局の組織作りなど，経
済活動や生活に影響の大きい行政手続改革にも力を入れた。その結果，消費者物
価指数（CPI）は11.75％となったものの，2010年の GDP成長率は6.78％（共に速報
値）と目標を達成した。
　しかし，2010年には政府が守勢に回った感は否めない。年初にはヴ・ディン・
トゥアン元政府官房副長官，112提案（2001～2005年の国家行政管理情報化提案）
委員会元委員長ら23人を被告とする，同委員会を舞台にした入札に絡む汚職事件
の第1審が開かれた。さらにビナシン問題（経済の項を参照）なども顕在化した。
ビナシン問題への対応では，ズン首相は 8月13日にグエン・シン・フン副首相を
委員長とする再建指導委員会の設立を決定すると，その 3日後にはビナシン経済
集団に対して（1）相応しい規模の船の建造・修理，（2）船の建造・修理に資する補
助，（3）幹部・工員の職業技術の訓練・向上，以上 3つの分野に力を傾注するよ
う指示を出した。そして，同指示を出した翌日には再建委員会第 1回会合が開か
れている。

民主化を求める人たちへの対応変わらず
　2010年においても民主化を求めて行動する人たちへの当局の対応は従来と変わ
らなかった。Nhan Dan紙の報道によると，2010年 1月，ハイフォン市内で最高
人民裁判所によるグエン・スアン・ギア被告ら 6被告に対する再審が開かれた。
ギア被告はズン首相，サン党書記局常任と同じ1949年生まれである。同被告らは，
ハイフォン市のライチャイ，ハイズオン市のラーイカイの 2つの橋に反体制的な
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文言を書きつけ，また，ベトナム共産党の領導的役割を否定し政治的多元化を求
めて現体制に抵抗する内容の文章を外国の雑誌に掲載し，インターネット上に流
したとされ，反国家宣伝罪に問われていた。初審で懲役 6年の判決を受けたギア
氏らの減刑は認められなかった。 5月にはホーチミン市内で最高人民裁判所によ
る，チャン・フイン・ズイ・トゥック，レー・コン・ディン，レー・タン・ロン
ら 3被告の再審が開かれた。 3被告は互いに接点を持ちつつ，それぞれ独自の組
織をつくり，反体制的内容を持つ資料を作成するなど，現体制の転覆を画策して
活動していたとされ，2010年 1月に開かれた初審ではトゥック被告が懲役16年，
ディン被告とロン被告はともに懲役 5年の判決を受けていた。ロン被告について
は反省が認められるとして 1年半の減刑が認められたが，ほか 2者については先
の判決が維持されている。
　2007年 3月に懲役 8年の判決を受け，ハナム省の監獄で服役中だった著名な民
主活動家グエン・ヴァン・リー神父は，脳血管破裂に伴う病状のため， 3月12日
に 1年間の刑の執行停止が決定された。同氏はフエ管区大司教館（Toa Tong giam 
muc Giao phan Hue）で療養することになった。

自然災害―繰り返される被害
　2010年も多くの自然災害に見舞われた。Thoi bao Kinh te Viet Nam紙によれば，
全国で死者260人超，行方不明者96人，負傷者491人，家屋の倒壊・流出6000軒超，
浸水・損壊47万1985軒，耕作地31万2000ヘクタールが被害を受け，推定被害総額
は16兆550億ドンに上る。10～11月に，大雨，長雨が襲った中部では，死者155人，
行方不明者29人，被害総額は11兆6000億ドンに達する見込みである。政府はホア
ン・チェン・ハーイ副首相が被災地に飛び住民救助のために陣頭指揮をとるなど，
対応に追われた。被災者支援，生活・生産インフラ復旧のため，11月後半までに
7700億ドン，コメ 1万7500トンの緊急支援を決定した。ズン首相は関連省庁・部
門・地方に対し，とくに中部で貯水池の安全性強化，向上プログラムの実行に優
先的に資金を振り向けることなど，指示を出している。毎年，自然災害による死
者が数百人を超える現状の克服に向けて，取り組みのさらなる強化が求められて
いる。 （寺本）
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経 済

回復傾向を見せる2010年の経済指標
　統計総局が年末に発表した速報値によると，2010年の GDP成長率は6.78％で
あった。2009年の成長率（5.32％）のみならず，2008年の成長率（6.31％）も上回り，
世界同時不況により2008年後半から落ち込んだベトナム経済は，短期間で本格的
な回復軌道に乗ったといえよう。四半期ごとの成長率の推移を見ると，第 1四半
期は5.83％と，2009年第 4四半期（6.90％）より大幅に落ち込んだものの，その後
は6.40％，7.18％，7.34％と継続的に上昇した。農林水産業，工業・建設業，サー
ビスの各部門の成長率はそれぞれ2.78％，7.7％，7.52％とすべて前年の成長率を
上回った。とくに工業・建設業部門では製造業が，サービス部門では商業，ホテ
ル・レストラン，運輸・郵便・観光，金融・銀行・保険の各分野が， 8％を超え
る高成長を達成し， 1人当たり GDPは1168ドルとなった。12月15日時点までの
財政収入は，2009年の国会で承認された予算額を9.3％上回り，財政支出は予算
額の98.4％となった。財政赤字の対 GDP比は5.95％となり，目標値の6.2％以内
に収めることができた。
　2010年の経済成長を牽引したのは，回復した輸出であった。輸出額が前年を下
回った2009年から一転し，総輸出額は前年比25.5％増の716億ドル超となった。
過去最大の18品目で，輸出額が10億ドルを越えた。最大の輸出品は前年に引き続
き縫製品であり，2010年の輸出総額は100億ドルを突破した（111億7200万ドル，
前年比23.2％増）。縫製品を含む軽工業製品の輸出は，前年比で46％増という著
しい伸びを見せた。また，農林水産品輸出も22.6％増を達成し，なかでもコメ輸
出は670万トン，32億2000万ドルという記録的な高水準となった。農産物や石炭，
鉄の輸出額増加は国際的な価格上昇の影響が大きかった。なお，ズンクワット製
油所が本格的に商業運転を始めたため，原油輸出，石油輸入ともに大幅に減少し
ている。アメリカが引き続き最大の輸出先となり，11月末時点での輸出額は128
億ドル（前年比25％増，総輸出額の17.9％）となった。
　一方，輸入も2009年の大幅減から一転し，前年比20.1％増の急拡大をみせ，総
輸入額は840億ドルとなった。鉄やプラスチック，縫製品原料などの原材料や資
材の輸入が再び急拡大に転じた。また，電子製品・コンピューターなどの生産の
ための機械・備品類の輸入も，引き続き輸出品目の上位を占めている。ただし，



207

2010年のベトナム

自動車輸入はマイナスに転じている。貿易赤字は124億ドルとなり，2009年の128
億5000ドルをわずかに下回ったものの，引き続きベトナム経済の大きな重荷と
なっている。
　外国直接投資の登録資本額は185億9000万ドルとなった。この額は，前年比で
17.8％減という大幅な減少である。ただし，そのほとんど（93％）が新規投資案件
であり，2010年12月21日時点で新規投資は969案件，総額は172億3000万ドルと
なった。新規投資額に限れば，前年比2.5％増となる。分野別に見ると，不動産
分野で2009年に引き続き大きな投資案件（シンガポール資本による40億ドルのク
アンナム省におけるリゾート開発）があり，同分野の投資額は外国直接投資全体
の36.8％を占める68億4000万ドルであった。製造業分野への投資は，全体の
27.3％を占める51億ドルであった。これらの分野以外で目立った外国直接投資案
件は，オランダ資本による初の大型投資案件であるモンズオン第 2火力発電所案
件（21億ドル）であった。なお，外国直接投資の実行額は110億ドル（前年比10％
増）となり，ほぼ2008年の水準に戻った。このなかには，台湾の廣聯鋼鉄によるズ
ンクワット経済区の45億ドルの製鉄所建設案件のように，2008年に登録されたも
のの，登録後に資金不足に陥り休止されていた大型案件もいくつか含まれている。

不安定なマクロ経済状況
　2010年も，前年に引き続きマ
クロ経済の状況は不安定であっ
た。とくに 9月以降は，当局が
多方面からの対応策を打ち出し
たにもかかわらず，ドン安，
CPI（消費者物価指数）の上昇，
金価格の上昇が一気に進んだ
（図 1）。
　ベトナム経済にとって最大の
懸念のひとつは，2008年以来の
高インフレの再燃であった。
2009年末に策定された当初計画
では，2010年の CPI上昇率の
目標を前年比 7％としていたが，

図 1　金，ドルの価格上昇（2009年12月＝100）
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（出所）　統計総局ウェブサイト（http://www.gso.gov.vn）。
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年初からインフレが続き， 3月末時点で，前年同月比9.46％，2009年12月との比
較でも4.12％の上昇となったため， 4月にはその目標値を 8％に上方修正した。
財政省は 8月，価格安定化を図るために，鉄，乳製品，ガソリンなど17の財，お
よびいくつかの分野のサービスを生産・提供しているすべての企業に対し，価格
登録を義務づける財政省通知122号を公布した。しかし，その効果は小さく， 4
月以降いったんは落ち着きをみせていた物価は 9月から再び上昇を始め，CPIが
前月比 1％を超える状態が年末まで毎月続いた。
　11月には，国家銀行が約11カ月ぶりに金融引き締めに動いた。2009年12月から
据え置かれてきた各種の政策金利は 1ポイントずつ引き上げられ，基本金利は
9％となった。それにもかかわらず，CPIは11月と12月には前月比でそれぞれ
1.86％，1.96％の上昇を続け，最終的には12月時点の CPI上昇率は，前年同月比
で11.75％，年平均でも前年比9.19％と，修正後の目標値をも大きく上回る結果と
なった。とくに食糧（前年同月比17.96％増），食品（同16.69％増）の価格が大きく
上昇した。
　通貨ドンの為替相場は2010年も下落傾向が続いた。2009年後半からの深刻なド
ル不足は2010年に入ってからも続き，実勢レート（貴金属店などのいわゆる「自
由」市場レート）が公式レートより10％以上もドン安の状態が続いた。国家銀行
は，ドンの信用低下に歯止めをかけ実勢レートに近づけることと輸出拡大を促進
し貿易赤字拡大を縮小することを狙い， 2月に3.4％， 8月に2.1％の 2度にわた
る小幅なドン切下げを行った。しかしながら， 9月以降，ドン相場の下落が再び
始まり，11月には，公式レートで一時 1ドル＝ 2万1500ドンに迫った。
　このようなドル不足とドンの信用低下は，金への資本流入を加速させる要因と
もなった。2010年後半に入り世界の金相場が上昇し始めると，ベトナム国内の金
価格も急上昇を始めた。10月には 1テール（37.5グラム相当）＝3160万ドンを超え，
過去最高値を更新した。国家銀行は10月末，金価格と通貨の安定化を図るため，
金による貸し付けと金の現金化を制限した。しかしこのような市場抑制的な政策
は効果を見せず，金価格はさらに上昇を続け，11月には，一時 1テール＝3820万
ドンという高値を記録した。国家銀行は，一部の企業への期限つきのクオータ付
与という形で部分的な金の輸入解禁に踏み切り，さらに，財政省は金に対する輸
入関税を 1％から 0％に引き下げた。これらの措置により12月には金価格はいっ
たん安定した。年間を通してみると，12月末時点の金の平均価格は2009年末価格
の30％増となった。
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　また，商業銀行がドン預金の金利引き上げ競争を続けるという事態が起こった。
これは，増加する不動産などへの融資を賄うことを主な目的として，商業銀行が
預金の獲得に乗り出したために引き起こされたもので，経済がバブルの様相をみ
せ始めたことを示している。その一方で，多くの企業は資金調達に苦慮すること
となった。政府は 4月に公布した，「マクロ経済安定・高インフレ抑制・約6.5％
の経済成長のための方策に関する政府決議」（政府決議18号）のなかで，銀行の活
動を市場の現状に応じたものとするよう求めた。これを受け，国家銀行が「合意
にもとづく利子によるドン建て貸し出しに係る信用機関への指導に関する通知」
（国家銀行総裁通知12号）を公布し，商業銀行の金利見直しが行われた。これは，
2008年の国家銀行総裁決定16号で定められた「市中金利は基本金利の150％以内
とする」という規定により年利12％となっていた市中の長期預金金利の上限を
10％に引き下げ，その一方で貸出金利の上限を年12％とすることを各商業銀行に
求めるための措置であった。しかしこの12号通知の公布によって，明示的な上限
金利の制限が外れたことで，そのねらいとは逆に，各銀行の金利引き上げ競争は
さらに過熱化していった。このため，国家銀行はその後も数度にわたり，ベトナ
ム銀行協会を通じて金利引き下げ要請を行わざるをえなかった。11月に国家銀行
が政策金利を引き上げると，市中金利はさらに上昇した。ついにテコムバンク
（Techombank）銀行とシーバンク（SeABank）銀行が預金金利をそれぞれ17％，18％
にまで引き上げると，国家銀行が警告を発するに至った。12月中旬，国家銀行と
各商業銀行は，預金金利を14％以下とすることに合意し，違反した銀行に対して
厳格な制裁が下されることが確認された。

ビナシンの経営破綻危機
　2010年はビナシンの破綻危機がベトナム国民を不安に陥れた。2008年の世界的
な不況を受け造船契約の破棄が相次いだことや多角経営の失敗により，ビナシン
の財務状況が悪化しつつあった事実は，2009年から国会で指摘されていた。しか
し， 4月，政府が2005年にニューヨーク市場での国債発行を通して調達し，ビナ
シンに融資された 7億5000万ドルの返済が困難であることが明らかになると，破
綻の危機が新聞紙上などでも騒がれ始めた。国会でもビナシンに対する厳しい質
問が相次ぎ，政府も思い切った対応策に乗り出さざるをえなくなった。
　ズン首相は 6月，この債務返済のための対策として，ビナシンの子会社12社の
経営をペトロベトナム（ベトナム石油・ガス経済集団）とビナラインズ（ベトナム
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海運総公司）に移譲することを発表した。また，政府は国債を再発行し，この資
金を当面は利子支払いに充て， 3年以内に元本の返済を開始することとした。 8
月にはビナシン再建指導委員会が組織され， 6月時点でのビナシンの債務総額が
86兆ドン（約43億ドルに相当）にのぼることが公表された。
　ビナシン破綻危機が明るみに出ると，社長兼会長のファム・タイン・ビンの経
営責任が追及された。ビンは，近親者を経営陣に加えるなどして放漫経営を行っ
ていただけでなく，2009年以降ビナシンが赤字に転落していたことを隠し，政府
に対し黒字の報告を続けていた。ビンは 7月に解任され，「経営において故意に
国家の規則を破り，国家に重大な損失を負わせた」罪により， 8月に逮捕された。
9月には，同様の罪でビナシン子会社の幹部 5人も逮捕された。
　11月になると，ズン首相は本格的なビナシン再建計画を発表した。この計画に
より，ビナシンはその傘下の259の企業のうち216社を株式化，売却，移譲，解体
などを通して整理することとなった。12月には，政府はビナシン傘下の企業が輸
入した原料，物資，設備，機械の輸入関税と付加価値税の支払いを2012年末まで
猶予する措置をとり，職員の未払い給与に充てるため，ベトナム開発銀行からの
無利子融資を供給することも決定した。
　しかし12月に入ると，今度はビナシンがクレディスイス銀行経由で2007年に調
達した 6億ドルの債務のうち，12月20日に返済期限を迎える第 1回目の返済額
6000万ドルが準備できないことが判明し，再び破綻の危機がささやかれ始めた。
ビナシンはクレディスイス銀行に対して 1年の返済猶予を要請し，ビナシンは利
子のみを支払うことで，当面の危機を回避した。ビナシンは子会社の整理などを
通して23兆ドンを調達し，さらに，総額21億ドルになる130艘の受注済みの船の
建造を早急に進めることで，債務返済は可能であると主張した。
　またビナシンの破綻危機は，ベトナム経済全体の国際的な信用を低下させた。
8月にビナシンの監査報告が公表されると，国際的な格付け会社フィッチは，ベ
トナム国債の格付けを 1段階引き下げた。12月にクレディスイス銀行への債務問
題が浮上すると，スタンダード・アンド・プアーズとムーディーズが，それぞれ
ベトナム国債の格付けを引き下げている。今後のインフラ事業などのための資金
調達への影響が懸念される。

国有企業改革は先送り
　ビナシンの破綻危機は，政府が所有者でありかつ監督責任者となる国有企業の
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ガバナンスの問題点を浮き彫りにした。党政治局の報告によれば，政府は2006年
から2009年の間に11回の監査を行ったにもかかわらず，問題点を発見できなかっ
たという。また，国債発行による追加資金の調達や破綻回避のための税優遇や追
加融資なども，今後ビナシン再建が失敗し破綻に至れば，将来の政府の財政状況
を悪化させる要因となる。
　2010年も，国有企業，とくに国家経済集団や総公司といった大企業の改革は，
実質的には大きく進展しなかった。2006年に決定された国有企業改革プログラム
が設定した国有企業改革の期限が 7月 1日に迫っているにもかかわらず，年初の
段階では多くの国家経済集団が企業形態を転換していなかった。政府は， 3月，
株式化への転換途上でまだ企業価値が定まっていない国家会社（国が法定資本の
100％を所有する企業）を，国が所有者となる一人有限会社に転換するという方向
を打ち出し，具体的な条件や手続きを定めた。これを受け， 6月末までには，ビ
ナシンやペトロベトナム，ベトナム航空といった主要な国家経済集団が一人有限
会社へと転換した。このように，国有企業改革プログラムの柱であった国家経済
集団と総公司の株式化促進という方針の実現はいったん先送りされる形となり，
一人有限会社に転換した国家会社は，将来条件が整い次第，株式化を行うことと
なった。結局，年初から 7月 1日の国有企業改革の期限までに株式化された企業
数が26社であったのに対し，一人有限会社への転換は57社となった。整理・清算
された企業は85社あった。

相次ぐ大型インフラの完成とインフラ計画の進展
　2010年には，いくつかの大型インフラが完成した。 4月には，2007年の崩落事
故により建設が遅れていたカントー橋が完成し，東南アジア最長の斜張橋となっ
た。10月には，ハノイ成都1000年祭にあわせ，ハノイ郊外の旧ラン＝ホアラック
道路を拡張した約30キロメートルのタンロン大通りが 5年間の工事を経て完成し
た。
　また，ベトナム最大の水力発電所であるソンラ水力発電所が，当初の予定より 2
年ほど早く完成した。発電所の水源となるソンラダムは 5月に貯水を開始し，11
月には400MWの発電能力を持つ第 1号発電機が稼働し，12月から商業運転を開
始した。2012年までには，建設予定の 6基すべての発電機が稼働する予定である。
　しかし，ソンラ水力発電所だけでは電力不足を解消するには十分ではなく，電
力不足は当面続くものと見られる。長期的な電力供給能力向上のため，政府は，
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ベトナム初の原子力発電所の建設に向けて大きな第一歩を踏み出した。 2つの原
子力発電所がニントゥアン省に建設されることが決定し， 5月にはニントゥアン
原子力発電所プロジェクト国家指導委員会が設立された。10月には，2009年末ロ
シアとの間で交わされた協力覚書にもとづき，工商省とロシアの連邦原子力公社
（ロザトム）との間で，ニントゥアン第 1発電所建設にかかる政府間協定が調印さ
れた。調印式には，第 2回 ASEAN・ロシア首脳会議のために来訪していたメド
ベージェフ大統領とグエン・ミン・チエット国家主席が同席した。同発電所建設
は2014年に始まり，2020年までに発電を開始する予定である。
　また，ニントゥアン省の第 2原子力発電所については，日本がその建設におけ
る協力相手となることが決定した。ズン首相と ASEAN関連の首脳会議のために
来訪した菅直人首相との間で交わされた『アジアにおける平和と繁栄のため戦略
的パートナーシップを包括的に推進するための日越共同声明』において，「ベト
ナム政府がニントゥアン省の第 2原子力発電所における 2基の発電施設建設の協
力パートナーに日本を選ぶことを決定した」ことが明記された。
　一方で，計画されていたもうひとつの大型案件である南北高速鉄道建設の計画
は，政府の思惑どおりには進まなかった。 5月国会において，交通・運輸省の報
告として南北高速鉄道の投資額が1000兆ドン（約560億ドル）にのぼることが明ら
かにされると，国会ではその額の大きさや費用対効果を疑問視する声が相次ぎ，
最終的に政府案は否決された。ただし政府は， 7月の国会常務委員会で，同案件
の実現を引き続き希望すると表明しており，近い将来，同計画案が国会へ再提出
される可能性があることを示唆した。また日本政府は，南北高速鉄道に新幹線方
式が採用されることを期待しており，前原国土交通大臣をはじめ閣僚が相次いで
ベトナムを訪問し，南北高速鉄道建設に対する協力を申し出ている。政府は 7月，
南北高速鉄道の 3区間の建設に関するフィージビリティ・スタディの実施に際し，
日本政府から資金援助と技術支援を受けることを決定した。 （坂田）

対 外 関 係

ASEAN諸国との関係―議長国の職責果たす
　2010年にベトナムは ASEAN議長国として職責を果たした。ベトナムは「主体
的，積極的そして責任を持って」議長国を務めることを基本姿勢とした。
「ASEAN共同体に向けて：ビジョンから活動へ」を主たる課題として， 4月の
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第16回，10月の第17回の 2回に渡る首脳会議のほか，関連する多数の重要会議の
ホスト役を無事果たした。ズン首相は ASEAN議長国としての立場で， 6月，11
月にそれぞれカナダのトロント，韓国のソウルで開催された主要20カ国・地域
（G20）首脳会議へのデビューを果たした。注目されるのは，第17回 ASEAN首脳
会議で「ASEAN連結に関する総合計画」（Ke hoach tong the ve Ket noi ASEAN）を
採択したことである。2015年までに「政治・安全保障」，「経済」，「社会・文化」
という各分野の共同体を柱とする ASEAN共同体の実現を目指す ASEANにとっ
て，同総合計画は共同体の実現に向けて ASEAN諸国間のヒト，モノ・サービス，
制度の連結性を，将来的な東アジア地域との連携拡大をも視野に入れつつ強化す
ることを目標とする。2010年の年末に Nhan Dan紙に寄せた文書のなかでズン首
相も「ASEANの連結」の重要性に言及している。また，Thoi bao Kinh te Viet 
Nam紙にファム・ザー・キエム副首相兼外相が語ったところによれば，ASEAN
公安機関首脳会議，拡大 ASEAN国防相会議の初開催に向けてベトナムは積極的
に動いた模様である。ズン首相は「2010年に ASEAN議長国の職を成功裏に務め
たことは，地域・国際参入過程におけるベトナムの顕著な成長の一歩である」と
して ASEAN議長国を務めた 1年間を積極的に評価している。
　後発 ASEAN諸国との関係では， 8月に第42回 ASEAN経済閣僚会議（AEM）が
ダナン市で開かれた際，第 1回カンボジア・ラオス・ミャンマー・ベトナム
（CLMV）経済閣僚会議が開催され，ヴ・フイ・ホアン工商相が進行役を担った。
同会議では国境地域の商業活動における潜在的可能性が未開拓との共通認識のも
と，各国国境地域に存在する特別経済区（SEZ），輸出加工区（EPZ）への投資奨励
などの方策が議論された。10月にはベトナムのホアビン省で発展の三角地域に関
するカンボジア・ラオス・ベトナム（CLV）閣僚会合が開催され，ヴォ・ホン・
フック計画・投資相が出席した。続く11月，ズン首相はカンボジアで開かれた第
6回 CLV首脳会議，第 5回 CLMV首脳会議，第 4回エーヤワディ・チャオプラ
ヤ・メコン経済協力戦略会議（ACMECS）に出席している。また，同首相は 4月
にタイで開かれたメコン川委員会首脳会議にも参加した。
　二国間関係でもマイン書記長のラオス訪問（ 4月），チェット大統領によるラオ
ス，カンボジア訪問（ 8月），ズン首相のミャンマー，カンボジア訪問（それぞれ
4月，11月），カンボジアのシハモニ国王，シアヌーク前国王（ 6月），ブアソー
ン・ラオス首相（ 9月）の来訪など，最高指導者たちの交流が行われた。カンボジ
アとの関係では， 6月に開かれた陸上国境画定・標識設置合同委員会委員長特別
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会合において，2012年末までの陸上国境画定・標識設置工作の終了を目標とする
ことが決められた。また，ミャンマーとの関係ではベトナム航空が両国を結ぶ直
航便を就航させるなど，経済関係を中心に関係強化の方向が見て取れる。

中国との関係―関係深化進むも混沌とした要素も
　2010年の対中国関係は，両国の外交関係樹立60周年を迎えて越中友好年と位置
づけられた。 1月からホーチミン博物館でベトナム通信社と中国の新華社が「越
中友好の60年」写真展示会を共催し，ベトナム社会科学院が「ベトナムと中国
―友好を強化し，協力を拡大し，共に発展する」をテーマとするワークショッ
プを開催するなど，記念の年を祝す行事が行われた。ズン首相は上海万博開幕の
日程に合わせて 4月終わりから 5月初めに中国を訪問した。ズン首相は浙江省で
開かれた越中通商経済協力フォーラムなどで一層の経済交流の促進を呼びかけて
いる。 7月には工商省が中国の在ベトナム大使館と協力して工商省，計画・投資
省とベトナムで活動する中国企業との対話フォーラムを開き，中国企業のさらな
るベトナム進出を促した。また， 9月には「市場経済・国際参入下の文化建設の
推進」をテーマにして両国共産党は 6度目の理論ワークショップを開催した。11
月の終わりには両国の公安省間の会合がもたれ，ベトナム側のホットライン設置
の提案に中国側が同意するなど，経済分野だけでなく文化，治安分野でも両国の
協力関係の強化は進んでいる。
　他方，両国が領有を主張するホアンサ（西沙）諸島，チュオンサ（南沙）諸島の問
題では2009年に続き，多くの問題が発生した。ホアンサ諸島をめぐっては2010年
の前半からホアンサ諸島海域で操業中のクアンガイ省の漁民が中国側に拿捕，拘
留される事件が相次いで発生した。チュオンサ諸島をめぐっては， 4月に中国が
2隻の船舶に同海域での調査を命じ， 5月には中国が同諸島の一部で携帯電話網
を開設するなどの事態が発生した。ベトナム側は主権の侵害であるとして中国側
に抗議している。また。中部高原のボーキサイト開発，アルミニウム製造プロ
ジェクトへの中国企業の参入も，ベトナム国民が元来中国に対して持つ警戒心を
あおっている（「国内政治」の項を参照）。越中関係は，関係強化が進む一方，歴
史的関係に根差した対抗的な要素も顕在化し，ある意味で混沌とした状況にある。

アメリカとの関係―対中国で利害を共有，核でも協力へ
　2010年，アメリカとの関係は外交関係樹立15周年を迎えた。 7月にはハノイで



215

2010年のベトナム

外交関係樹立15周年を記念して「越米関係―より明るい将来に向けて」をテー
マとするワークショップが開かれた。ベトナムからはファム・ビン・ミン外務次
官が出席した。また，核エネルギー関係で進展があった。 3月にはアメリカと核
エネルギー分野における越米間協力に関する覚書に調印し，翌 4月，ズン首相は
核安全保障サミットに参加するためアメリカを訪問した。 6月には政治・安全・
国防に関する第 3回目の対話がハノイで行われ，アジア太平洋地域における安全
保障，枯葉剤被災者問題の解決策など，幅広い議論が行われた。中国と国際的な
影響力を競うアメリカはベトナムが議長を務めた拡大 ASEAN国防相会議など
ASEAN関連会議にも積極的に参加し， 7月には ASEAN外相会議出席のため来
越したクリントン米国務長官とズン首相の会談が実現した。 8月には初めて国防
政策に関する越米対話が開かれている。
　他方，人権問題，通商問題についてはこれまでと同様に課題として残された。
人権問題では，2010年にアメリカ国務省が発行した2009年人権報告（ 3月），2010
年の国際宗教自由報告（11月）におけるベトナム該当部分は事実にもとづくもので
はないとしてベトナム側は強く反発した。通商問題では，ベトナムから輸出され
るプラスチック袋，エビ，チャ（ナマズ科の淡水魚）について，アメリカはダンピ
ング課税など自国産業保護の立場にもとづいて対応を模索している。このうちエ
ビについて，ベトナム側はアメリカがベトナムから輸入したエビに対して課すダ
ンピング課税などの措置はWTO協定に整合していないとして，紛争解決機関
（DSB）にパネルの設置を求めた。対中国関係という共通の課題を持つ両国関係の
強化は過去の経緯を乗り越えて双方が望むところだと思われるが，懸案問題の解
決には相当の時間を要すると考えられる。

日本との関係―経済面の結び付き強めつつ多方面での協力を模索
　2010年の対日本関係は，経済面における結び付きの実質的な強化が目立った。
6月にはペトロベトナムの首脳が日本を訪問し，日本の大手企業による投資促進
を目的とした会合を開いた。10月に菅首相が訪越した際には，ベトナム側よりニ
ントゥアン省に建設予定の原子力発電所について，ロシアに次いで日本を建設
パートナーに選んだこと，そして，レアアース（希少土）の探査・開発でも日本を
パートナーとして選んだことが伝えられた。12月には「競争力強化のための投資
環境整備に関する日越共同イニシアティブ」第 3フェーズを実施した 2年間を総
括するため，同イニシアティブ評価・促進委員会高級会合がハノイで開催された。
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同会合では，ベトナム側の円滑で透明性のある投資・経営環境の整備に向けた努
力，日本側の建設的な政策提言など双方の取り組みに対して一定の評価がなされ
た。両国は第 4フェーズの立ち上げに合意している。日本とメコン地域諸国の会
合についても， 3月に高級官僚会合（ハノイ）， 8月に経済閣僚会合（ダナン），10
月に首脳会合（ハノイ）と開催された。首脳会合では，2009年東京開催の第 1回首
脳会合で採択された日メコン行動計画63に盛り込まれた「緑あふれるメコンに向
けた10年」のイニシアティブ，「日メコン経済産業協力イニシアティブ」の行動
計画がそれぞれ採択された。また，経済・産業分野だけでなく，12月には初めて
日越戦略的パートナー対話がハノイで行われ，外交，安全保障，国防，国際問題
について意見が交わされた。
　2007年 9月に起きた建設中の事故で50人を超える死者が出た日本の ODAによ
るカントー橋建設工事は，2010年 4月に無事終了した。同じ ODA絡みでは2008
年にホーチミン市の東西幹線道路・水環境プロジェクトの工事受注に絡み，日本
企業から賄賂を受け取ったとして逮捕されたフイン・ウゴック・シ元同市交通・
運輸局副局長，東西幹線道路・水環境プロジェクト管理委員会委員長を被告とす
る裁判が10月に開廷され，終身刑，不正に受け取った26万2000ドルは返納との判
決が出された。再発防止へ向けて一罰百戒の方針が示されたものと思われる。さ
まざまな分野で交流が進む日越関係であるが，やはり援助を含めた経済分野にお
ける関わりを軸にして今後も関係が展開していくと考えられる。

ロシア・欧州との関係―関係強化の方向も欧州諸国の一部に「変化」も
　2010年，ロシアとも外交関係樹立60周年を迎えた。 1月には越ロ友好協会，ロ
シア大使館などが外交関係樹立60周年式典を挙行した。また， 5月にチェット大
統領， 7月にマイン書記長がロシアを訪問し，ロシアからもメドベージェフ大統
領が10月に来訪するなど，最高指導者が往来した。 3月に来訪したロシアのセル
ジュコフ国防相とチェット大統領との会談について報じた Nhan Dan紙の記事か
ら，越ロ両国が軍事技術，国防・安全保障面の協力について具体的な話し合いを
行っていることが明らかになっている。2009年にロシアはベトナム初の原子力発
電所建設のパートナーに選ばれたが， 6月にロシアの核法規機関のトップがベト
ナムを訪れた際，ズン首相は安全な運営のための法規体系の構築，人材育成面で
の助力を要請した。さらに12月には2010年に契約期間が切れる越ロ合弁企業
Vietsovpetroによるベトナム大陸棚上の地質調査，石油ガス開発事業を継続する
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ことについて協定が締結された。 8月には，第 3回目となる越ロ戦略対話がハノ
イで開かれた。両国首脳間の頻繁な交流に象徴されるように，エネルギー・資源
開発，軍事・国防面での協力を柱に，両国関係は再び強化される方向にある。
　EUとの関係は外交関係樹立20周年を迎えた。節目の年を記念して11月にハノ
イで「ベトナムと EU関係：成果と展望」をテーマにヴ・コアン元副首相らの参
加を得てワークショップが開かれた。10月にベルギーで開催された第 8回アジア
欧州会合（ASEM）にズン首相が出席した際，ECとの全面的なパートナーシップ・
協力枠組み協定（PCA）について，将来的な正式締結に同意する文書に調印した。
通商関係では，ベトナムが廃止を求めていたベトナムからの輸入自転車に対して
2005年 7月から課されていた反ダンピング課税が2010年 7月15日から納入免除と
された。ベトナムの人権状況をめぐっては 1月にベトナムで開廷された裁判
（Nhan Dan紙の報道からはどの裁判か特定できない。国内政治の項を参照）につ
いて，アメリカとともに欧州諸国は懸念を表明した。外務省は内政干渉だとして
一蹴している。二国関係では， 9月にイギリスとの関係を戦略的パートナーシッ
プに格上げする共同声明に調印した。フランスとの関係では， 1月にベトナム航
空がパリに欧州地域事務所を開設し， 6月にはエアバスの親会社である欧州航空
宇宙防衛社（EADS）がダナン市の航空宇宙工業区に投資することがフランス側よ
り伝えられた。
　他方，12月にスウェーデン政府から在ハノイ大使館を2011年に閉鎖することが
ベトナム側に伝えられた。財政的な理由とのことであり，今後の推移を見守る必
要があるが，2008年に 1人当たり GDPが1000ドルを超え，各国が官民そろって
関心を持つ大規模プロジェクトが目白押しのなかで行われた同国の判断は，ベト
ナム当局に対して一石を投ずるものといえよう。

その他の国との関係
　南アジアとの関係では，チョン国会議長が 2月にインドを訪問した。インド紙
記者の質問に答えて同国会議長は「ベトナムは常にインドを戦略的パートナーと
みなしている」と述べている。10月にはインドのアントニー国防相が来訪し，ズ
ン首相，フン・クアン・タイン国防相と会談を行った。中東との関係ではチェッ
ト大統領が4月にサウジアラビアを訪問した際，二重課税回避協定，石油ガス・
鉱山物協力議定書，農業・家畜飼育・水産協力協定に調印した。ラテンアメリカ
諸国との関係では， 6月にペトロベトナムがベネズエラ国営石油公社（PDVSA）
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経済が回復基調示すなか，諸問題への対応に追われる

と石油ガス開発における協力文書に調印した。アフリカとの関係では 8月にハノ
イで第 2回ベトナム・アフリカ国際ワークショップが「ベトナムとアフリカ―
持続的発展とともに協力―」をテーマとして開催され，ズン首相，キエム副首
相兼外相が出席した。この機会にセーシェル，トーゴと経済・文化・科学技術協
力枠組協定に調印するなど，アフリカ諸国との交流が深まっている。
　また，12月に開かれた対越援助国会合では2009年と比べ微減したものの，約79
億ドルの援助約束を得た。最後に，Nhan Dan紙の報道によれば，2010年の段階
で，ベトナムは環太平洋戦略的経済連携協定（TPP）に参加する方針を決定した。
外務省は，平和と発展のために地域の連携性，協力の強化に貢献するものとして
TPPを評価している。 （寺本）

2011年の課題
　2011年は新しい指導層が選ばれ，その後 5年間のベトナムを牽引する指導層が
決まる年となる。しかし課題は継続して存在しており，遅滞なき指導層間の引き
継ぎが望まれる。国として必要と判断したインフラを整備，構築することに性急
になるあまり，現在の発展段階と既存インフラとの整合性に対する配慮や国民の
理解を得ることなしに大規模プロジェクトを進めることに，2010年の国会は懸念
を表明した。ベトナム国民は変化を求めつつも，変化にさらされるなかで生活上
の安心をも求めていると思われる。容易なことではないが，迅速かつ質の確保に
も留意しつつ，国民が納得する形で諸政策を立案，執行していくことが望まれる。
　回復基調にある経済は，2011年も輸出を中心に成長が期待できるが，インフレ
やドン安は収束を見せておらず，国家の経済運営は，当面は目先のマクロ経済安
定を優先させることになるであろう。このようななかで，長期的な課題解決に向
けて政府がどこまで取り組めるかが今後の課題となる。2010年に起こったビナシ
ンの経営破綻危機は，大規模国有企業を中心とするベトナムの経済発展モデルの
将来に暗い影を落とした。国有企業改革を進め，国の経済構造を大きく変えてい
く必要性に対する認識は高まっている。

（寺本：地域研究センター）
（坂田：地域研究センター主任調査研究員）
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1 月 1 日 ▼政府，法定最低賃金改定。ベトナ
ム企業で最大22.5％の上昇。
8 日 ▼ランソンの中国国境（友誼関）で電子

税関手続き，開始。
12日 ▼リー・シェンロン・シンガポール首
相，来訪（～15日）。
13日 ▼ベトナム航空のハノイ＝大阪間直行
便が就航。
25日 ▼政府，ニューヨーク証券市場で10億
㌦の10年国債を発行。

▼ベトナム航空局，インドシナ航空の運航
権を取り消し。

▼ズン首相，世界経済フォーラム（～31日）
出席のため，スイスへ。
26日 ▼党書記局，出版活動について諸方針
を決定。党の指導性を強化へ。
27日 ▼党書記局，高齢者ケアへの取り組み
強化に向けて方針示す。
2 月 1 日 ▼財政省，ディーゼル油の輸入関税
を20％から15％へ引き下げ。
10日 ▼国家銀行，ドンの対米ドル為替レー
トを3.4％切下げ。
23日 ▼チョン国会議長，インド，インドネ
シアを訪問（～ 3月 3日）。
25日 ▼党政治局，政治体系の大衆工作規則
公布について決定。各機関の責任を明確化。
3 月 1 日 ▼全国で平均6.8％の電気料金値上
げ。
2 日 ▼ベトナム航空，ハノイ＝ヤンゴン間

初の直行便就航。
4 日 ▼党書記局，基礎民主規則の構築・実

行と退役兵士工作の強化に関する党政治局方
針の継続的実行に向けて指針示す。
9 日 ▼党書記局，検査部門で従事する幹部

の人事ローテーションの促進に向けて指針。
19日 ▼政府，株式化が実現していない国家

会社を一人有限会社に転換する条件を定めた
政府議定25号を公布。
22日 ▼第10期第12回党中央委総会，開催

（～28日）。党大会文献草案を討議。
30日 ▼科学・技術省，アメリカと原子力発
電技術協力の覚書に調印。
31日 ▼第 5回メコン・日本高級実務者会議，
開催（ハノイ）。
4 月 2 日 ▼党電子新聞，ホーチミン市に常任
機関を開設。

▼ズン首相，ミャンマーを訪問（～ 4日）。
その後 5日開催の第 1回メコン川委員会首脳
会議（フアヒン）に出席。
5 日 ▼ニッサン・ベトナム社（日産自動車

の現地法人），ベトナム国内で組み立てられ
た初の乗用車の販売開始。
6 日 ▼政府，「マクロ経済安定・高インフ

レ抑制・約6.5％の経済成長のための解決法
に関する政府決議」（政府決議18号），公布。
8 日 ▼第16回 ASEAN首脳会議，開催（ハ

ノイ，～ 9日）。

▼ズン首相，国家交通安全委員会と省級交
通安全委員会の権限を明確化する決定。
10日 ▼チェット大統領，サウジアラビア，
チュニジア，アルジェリアを訪問（～15日）。
12日 ▼ズン首相，アメリカで開催の核安全
保障サミットに参加（～14日）。その後アルゼ
ンチンを訪問（～17日）。

▼党書記局，政治理論学習制度に関する党
政治局規定の継続的厳守を求める方針示す。
13日 ▼マイン書記長，ラオス訪問（～15日）。
14日 ▼国家銀行，「合意にもとづく利子に

よるドン建て貸し出しに関する信用機関への
指導に関する通知」（国家銀行総裁通知12号）
を公布。預金金利を年10％，貸出金利を12％
とするよう商業銀行に求める。

重要日誌 ベトナム　2010年
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16日 ▼党政治局と工業化・近代化推進にお
ける科学・技術会連合の組織，活動の強化に
ついて指示。
21日 ▼建設省とハノイ市人民委員会，首都
ハノイ建設計画を公開し，国民の意見募る。
23日 ▼ 9人乗り乗用車，2500cc以上の 5

人乗り乗用車に対する輸入関税を83％から
80％へ引き下げ。
24日 ▼カントー橋開通。東南アジアでもっ

とも長い斜張橋となる。
26日 ▼ズン首相，中国を訪問（～ 5月 1日）。
江蘇，浙江省訪問後，上海万博開幕式に出席。
30日 ▼ホーチミンの中心部に大型商業施設，
ビンコムセンターが開店。
5 月 1 日 ▼共通最低賃金を 1カ月当たり65万
ド　
　ンから73万ド　

　ンに引き上げ。
6 日 ▼国連と協力プログラム・計画に関す

る共通規則文書調印。管理手続き簡素化図る。

▼ニントゥアン原子力発電所プロジェクト
国家指導委員会初会合，開催。
8 日 ▼チェット大統領，ロシア，ベラルー

シ，スイス，フィンランドを訪問（～22日）。
12日 ▼第 1回ベトナム少数民族全国代表大
会，開催（ハノイ，～13日）。
13日 ▼海運大手マークスライン，カイメッ
プ川の SP-PSA港からアメリカ西海岸へのポ
スト・パナマックスクラスの直行便就航。
18日 ▼交通・運輸副相，2012年 3月までの
アメリカとの改正航空運輸協定に調印。

▼ソンラダムの貯水開始式典，開催。
20日 ▼第12期第 7回国会，開催（～ 6月19
日）。障害者法，食品安全法などを可決。
6 月 1 日 ▼インターネットによるオンライン
ビジネス登録，開始。
4 日 ▼首相，「新しい農村2010～2020年国

家重点プログラム」を承認する800号決定公
布。

6 日 ▼世界経済フォーラム東アジア会議，
開催（ホーチミン，～ 7日）。
7 日 ▼ベトナム・カンボジア陸上国境画

定・標識設置合同委員会委員長間特別会合，
開催（プノンペン，～ 8日）。2012年作業終了
が目標に。
9 日 ▼対越援助国会合中間会議，開催（キ

エンザン省ラックザー，～10日）。
10日 ▼ベトナム航空，スカイチーム・アラ
イアンスに加盟。
16日 ▼党書記局，視覚障害者の会に対する
支援強化，活動普及への方針示す。
17日 ▼ズン首相，原子力発電の発展の方向
性を承認。2030年までに総発電の10％へ。
18日 ▼ズン首相，記者協会に対する国家機
関の継続的な認識の向上，責任強化を指示。

▼党政治局，国有企業改革の方向性につい
て方針。重要分野・部門に集中へ。

▼首相，ビナシンの12の子会社と関連会社
の株式をペトロベトナムとビナラインズに譲
渡するという債務返済計画を発表。
19日 ▼国会，南北高速鉄道プロジェクト政

府案を否決。
22日 ▼ペトロベトナム，東京で投資セミ
ナー開催。

▼シハモニ・カンボジア国王，シアヌーク
前国王夫妻と共に来訪（～25日）。
26日 ▼ズン首相，ASEAN議長国として

G20首脳会議に参加（トロント，～27日）。
7 月 1 日 ▼国有企業法が失効。
2 日 ▼党書記局，大衆情報機関に対し，青

年の理想・革命・文化的生活に関する教育の
質・効果について，意識の向上を求める。
8 日 ▼国家銀行，食料協会傘下の企業によ

る100万㌧国家備蓄買い付けのための融資を
商業銀行に要求。

▼マイン書記長，ロシアを訪問（～12日）。
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14日 ▼政府の人権指導委員会常任事務局，
『ベトナムの人権』誌の発行式典を挙行。

▼越中の陸上国境画定・標識設置議定書の
発効を宣言する式典を挙行（ハザン省）。

▼ EU，ベトナム製自転車に対する反ダン
ピング課税を廃止。
19日 ▼第 4回 ASEAN政治・安全保障共同
体評議会会議，第43回 ASEAN外相会議ほか，
関連会合を開催（ハノイなど，～23日）。
21日 ▼2009年人口・住居総合調査の結果を

公布。総人口8584万6997人。50.6％が女性。
22日 ▼ズン首相，ベトナム訪問中のクリン
トン米国務長官と会談。
27日 ▼党書記局，社会道徳を損なう有害文
化製品の侵入取り締まりの強化について指示。
29日 ▼党書記局，民間企業と外国投資企業
における党組織建設の推進について指示。
31日 ▼党政治局，幹部の能力などビナシン
問題の原因を分析し，解決方向示す。
8 月 1 日 ▼越僑の住宅所有条件を緩和する政
府議定71号，発効。
2 日 ▼第 6回ベトナム・カンボジア国境協

力・開発会議，開催（プノンペン，～ 3日）。
4 日 ▼ビナシン元社長兼会長，ファム・タ

イン・ビン逮捕。
5 日 ▼ハティン省，台湾のフォルモサ社に

よる製鉄所と港湾建設プロジェクトへの投資
額の160億㌦から230億㌦への引き上げを承認。
13日 ▼ズン首相，ビナシン再建指導委員会
の設立を決定。
17日 ▼国家銀行，ドンの対米ドル為替レー
トを2.1％切下げ。
18日 ▼党宣教委員会，第11回党大会の HP

（http://daihoi11.dangcongsan.vn）を開設。
19日 ▼ゴー・バオ・チャウ教授，フィール
ズ賞を受賞。
24日 ▼ホーチミン都市鉄道 2号線（ベンタ

イン＝タムルオン間）工事開始。

▼チェット大統領，ラオス，カンボジアを
訪問（～28日）。
25日 ▼第42回 ASEAN経済閣僚会議，第 1

回ベトナム・カンボジア・ラオス・ミャン
マー経済閣僚会議ほか関連会合，開催（ダナ
ン，～28日）。
30日 ▼党政治局，愛国競争運動の継続的刷
新・推進に向け，幹部の認識向上など対応の
方向性示す。
9 月 8 日 ▼ベトナム共産党，中国共産党と第
6回理論ワークショップ共催（ダナン，～10
日）。「文化建設」について経験交流。

▼イギリスと両国関係を戦略的パートナー
に格上げする声明に調印。
15日 ▼アメリカ商務省，ベトナム産ナマズ

（チャ）に対する最大130％の反ダンピング課
税を決定。

▼第11回党大会文献草案を公開。各界階層
の意見を求める。

▼ブアソーン・ラオス首相，来訪（～17日）。
20日 ▼チェット大統領，国連会議，第 2回

ASEAN・アメリカ首脳会議に出席（ニュー
ヨーク，～24日）。

▼軍党大会，開催（～22日）。
21日 ▼ 第31回 ASEAN議員会議（AIPA），
開催（ハノイ，～24日）。

▼ズン首相，この日から11月30日まで全国
で貧困戸調査の実施を求める指示。
23日 ▼党書記局，2011年を「青年の年」と

し，対青年工作を強化する方向示す。
25日 ▼ハノイ都市交通，ハノイ駅＝ニョン

間，工事開始。
10月 1 日 ▼リ朝によるハノイ遷都1000周年を
祝う式典を開催（～10日）。
3 日 ▼旧ラン＝ホアラック道路を拡張した

タンロン大通り，開通。
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4 日 ▼ズン首相，第 8回アジア欧州会合
（ASEM）に出席（ブリュッセル，～ 5日）。
5 日 ▼ホーチミン市党大会，開催（～ 8日）。
7 日 ▼第10期第13回党中央委総会，開催

（～14日）。
9 日 ▼エアメコン航空，就航開始。
14日 ▼公安省党大会，開催（～16日）。
20日 ▼党書記局，毎年10月20日をベトナム
女性の日とすることに同意の方針示す。

▼第12期第 8回国会，開催（～11月26日）。
環境保護税法，行政訴訟法など可決。
26日 ▼ハノイ市党大会，開催（～28日）。
28日 ▼第17回 ASEAN首脳会議，第 5回東

アジア首脳会議など関連会合，開催（ハノイ，
～30日）。
30日 ▼菅首相，メドベージェフ・ロシア大
統領，来訪（～31日）。
31日 ▼工商相，ロシア連邦原子力公社社長
と原子力発電所建設に関する協定に調印（ハ
ノイ）。
11月 4 日 ▼政府，コメ輸出業者の登録規定を
改定。5000㌧以上の倉庫，毎時10㌧以上の
キャパシティの精米機の所有を義務づけ。
5 日 ▼国家銀行，政策金利引き下げ。基本

金利は 8％から 9％へ。
6 日 ▼ズン首相，省級人民委員会委員長に，

地方における価格管理規定の遵守検査団を設
立し，15日までに報告するよう求める公文。
8 日 ▼国会，農地使用税減免の10年継続を

議決。

▼ズン首相，ビナシン再建計画を発表。傘
下の259の傘下企業を43に減らし，造船関連
事業に集中する計画。
9 日 ▼国家銀行，金輸入を許可するクオー

タを交付。 2週間分の限定的な金輸入の再開。

▼国際コメ会議，開幕（ハノイ，～12日）。
11日 ▼ズン首相，ASEAN議長国として

G20首脳会議に参加（ソウル，～27日）。

▼チェット大統領，日本を訪問し（～15日），
APEC首脳会議などに出席。
12日 ▼財政省，金の輸入関税を 1 ％から
0％へ引き下げ。
15日 ▼ズン首相，カンボジアを訪問し（～18

日），第 6回 CLV首脳会議，第 4回 ACMECS
首脳会議に出席。
18日 ▼ソンラダムの第 1号発電機，起動。

12月25日から正式な商業発電開始。

▼外務省，アメリカ国務省発行の2010年国
際宗教自由報告について，非客観的で誤った
ベトナム情報にもとづくものと非難。

▼ズン首相，2011～2013年のビナシン再建
案を承認する決定。
24日 ▼国家銀行，年内 2度目となる12月31
日までの金輸入クオータを交付。
30日 ▼党書記局，第10期の汚職防止・取締
り工作を総括する全国会議を開催。
12月 7 日 ▼対越援助国会合，開催（ハノイ，
～ 8日）。2011年の支援約束額は約79億㌦。
12日 ▼「ホー・チ・ミン道徳の範にした
がった学習と仕事」運動の実践 4年間を総括
する会議を開催（ハノイ）。
13日 ▼第10期第14回党中央委総会，開催

（～22日）。
22日 ▼ライチャウ水力発電所，建設開始。
ソンラ，ホアビンに次ぐベトナムで 3番目に
大きな水力発電所となる予定。

▼党書記局，第11回全国女性代表大会に向
けた各級大会の領導について指示。執行委の
人選における党委の指導を強化へ。
23日 ▼スタンダード・アンド・プアーズ，
ベトナム国債の信認を 1段階引き下げ。
27日 ▼第 8回全国愛国競争大会，開催（ハ

ノイ，～28日）。
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　 1 　国家機構図（2010年12月末現在）
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　 2 　ベトナム共産党指導部
（2010年12月末現在）

　政治局
Nong Duc Manh 党書記長
Nguyen Minh Triet 大統領
Nguyen Tan Dung 首相
Nguyen Phu Trong 国会議長
Truong Tan Sang 党書記局常任
Nguyen Sinh Hung 常任副首相
Ho Duc Viet 党組織委員会委員長
Nguyen Van Chi 党検査委員会委員長
Pham Gia Khiem 副首相兼外務相
Truong Vinh Trong 副首相
Phung Quang Thanh 国防相
Le Hong Anh 公安相
Le Thanh Hai ホーチミン党委書記
Pham Quang Nghi ハノイ市党委書記
To Huy Rua 党宣教委員会委員長

　書記局
Nong Duc Manh 党書記長
Truong Tan Sang 党書記局常任
Ho Duc Viet 党組織委員会委員長
Nguyen Van Chi 党検査委員会委員長
Truong Vinh Trong 副首相
To Huy Rua 党宣教委員会委員長
Tong Thi Phong 国会副議長
Le Van Dung 軍政治総局局長
Ngo Van Du 党事務局長
Ha Thi Khiet 党大衆工作委員会委員長
（注）　政治局員，書記局員の記載順は主とし
て2006年 6月11日に死去したヴォー・ヴァ
ン・キエット元首相の葬儀名簿にもとづく。

　 3 　国家機関要人名簿
大統領 Nguyen Minh Triet
副大統領 Nguyen Thi Doan

最高人民裁判所長官 Truong Hoa Binh
最高人民検察院院長 Tran Quoc Vuong

国防安全保障評議会
Nguyen Minh Triet／Nguyen Tan Dung／
Nguyen Phu Trong／Le Hong Anh／Pham Gia 
Khiem／Phung Quang Thanh

　国会
国会議長 Nguyen Phu Trong
国会副議長

Nguyen Duc Kien／Uong Cuu Luu／Tong Thi 
Phong／Huynh Ngoc Son

国会常務委員会
Nguyen Phu Trong（国会議長）／Nguyen Duc 
Kien／Uong Cuu Luu／Tong Thi Phong／
Huynh Ngoc Son（以上 4人，国会副議長）／
Ksor Phuoc（民族評議会議長）／Nguyen Van 
Thuan（法律委員会委員長）／Le Thi Thu Ba
（司法委員会委員長）／Ha Van Hien（経済委
員会委員長／Phung Quoc Hien（財政・予算
委員会委員長）／Le Quang Binh（国防・安
全委員会委員長）／Dao Trong Thi（文化・教
育・青少年・児童委員会委員長）／Truong 
Thi Mai（社会問題委員会委員長）／Dang Vu 
Minh（科学・技術・環境委員会委員長）／
Nguyen Van Son（対外委員会委員長）／Pham 
Minh Tuyen（代表工作委員会委員長）／Tran 
The Vuong（人民の願望委員会委員長）／
Tran Dinh Dan（国会事務局長）

　内閣
首相 Nguyen Tan Dung
常任副首相 Nguyen Sinh Hung
副首相兼外務相 Pham Gia Khiem
副首相 Truong Vinh Trong
副首相 Hoang Trung Hai



225

ベトナム

副首相 Nguyen Thien Nhan
国防相 Phung Quang Thanh
公安相 Le Hong Anh
内務相 Tran Van Tuan
司法相 Ha Hung Cuong
計画・投資相 Vo Hong Phuc
財政相 Vu Van Ninh
工商相 Vu Huy Hoang
農業・農村開発相 Cao Duc Phat
交通・運輸相 Ho Nghia Dung
建設相 Nguyen Hong Quan
資源・環境相 Pham Khoi Nguyen
情報・通信相 Le Doan Hop
教育・訓練相 Pham Vu Luan
労働・傷病兵・社会問題相
 Nguyen Thi Kim Ngan
文化・スポーツ・観光相 Hoang Tuan Anh
科学・技術相 Hoang Van Phong
保健相 Nguyen Quoc Trieu
民族委員会委員長 Giang Seo Phu
国家銀行総裁 Nguyen Van Giau
政府監査院院長 Tran Van Truyen
政府官房長官 Nguyen Xuan Phuc

　 4 　2011年の目標と主要指標
（2010年11月 8日に可決された第12期第 8回
国会決議より）
　 1．全体的目標
　マクロ経済の安定性，インフレに対する注
意を高め，経済成長モデルの刷新，構造転換
と結びつける。2010年より高い成長率を達成
するよう努め，経済の質・効果・競争力を向
上させる。社会保障と社会福利を保全し，人
民の生活を改善する。政治的安定を維持する。
国防を継続的に強化する。社会の安寧，秩序
安全を保全する。対外工作と国際参入の効果
を高める。

　 2．主要指標
a）経済指標
・GDP成長率 7～7.5％増。
・輸出総額10％増（輸入超過は輸出額の
18％を超えない）。

・社会開発投資額 GDPの約40％。
・消費者物価上昇率 7％を超えない。
b）社会指標
・新規入学者について，大学・短大で6.5％
増，専門職業中級校で10％増，高等職業
訓練校・中級職業訓練校で16.5％増。

・出生率0.2‰削減。
・雇用創出160万人（うち 8万7000人は海外
に労働力輸出）。

・貧困家計率 2％削減（貧困62県では 4％
削減）。

・新しい農村基準の達成：社（農村部の末
端行政単位）の 4％
・ 5歳未満幼児の栄養不良率17.3％削減。
・病床数 1万人当たり21床（社級診療所の
ベッド含まず）。

・ 1人当たり平均都市家屋面積19平方メー
トル。

c）環境指標
・衛生基準を満たす，清潔な水が使用でき
る農村人口比率86％。

・清潔な水を使用できる都市人口比率78％。
・深刻な環境汚染を引き起こす経営体の処
分率69％。

・医療廃棄物処理率82％。
・環境基準を満たす集中排水処理施設を持
つ工業区・輸出加工区の比率55％。

・都市における廃棄物回収率83％。
・森林率40％。

（出所）　Nhan Dan，2010年11月24日。
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　 1　基礎統計
2006 2007 2008 20091）

人 口（1,000人，年平均） 83,313 84,221 85,122 86,025
就 業 人 口（1,000人） 43,980 45,208 46,461 47,744
失 業 率（％） 4.82 4.64 4.65 4.60
消 費 者 物 価 上 昇 率（％） 6.6 12.6 19.9 6.5
（注）　 1）暫定値。ただし，2009年の消費者物価上昇率は確定値。失業率は都市部についての数値。
（出所）　Nien giam Thong ke 2009．
　 2 　支出別国内総生産（名目価格） （単位：10億ドン）

2006 2007 2008 20091）
総 資 本 形 成 358,629 493,300 589,746 632,326
総 固 定 資 本 形 成 324,949 437,702 513,987 572,526
流 動 資 産 33,680 55,598 75,759 59,800
最 終 消 費 675,916 809,862 1,091,876 1,206,818
政 府 消 費 58,734 69,247 90,904 104,540
民 間 消 費 617,182 740,615 1,000,972 1,102,279

財 ・ サ ー ビ ス 貿 易 収 支 -44,438 -181,302 -225,827 -171,663
誤 差 -15,841 21,855 29,243 -9,092
国 内 総 生 産（GDP） 974,266 1,143,715 1,485,038 1,658,389
（注）　 1）暫定値。
（出所）　表 1に同じ。
　 3 　産業別国内総生産（実質：1994年価格） （単位：10億ドン）

2006 2007 2008 20091）
農 林 水 産 業 79,724 82,717 86,587 88,168
農 林 業 68,752 70,585 73,795 74,828
水 産 業 10,972 12,132 12,792 13,340
工 業 ・ 建 設 174,257 192,065 203,554 214,799
鉱 業 22,397 21,904 21,065 22,669
製 造 業 101,269 113,801 124,935 128,386
電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 12,361 13,485 14,842 16,181
建 設 38,230 42,875 42,712 47,563
サ ー ビ ス 171,391 186,562 200,316 213,601
商 業 ・ 修 理 等 69,418 75,537 80,654 86,847
ホ テ ル ・ レ ス ト ラ ン 15,145 17,086 18,579 19,005
輸 送 ・ 流 通 16,870 18,793 21,031 22,815
金 融 8,867 9,651 10,631 11,556
科 学 技 術 2,543 2,738 2,906 3,092
不 動 産 等 15,252 15,872 16,268 16,684
行 政 ・ 防 衛 ・ 社 会 保 障 11,270 12,186 12,974 13,918
教 育 ・ 訓 練 14,231 15,477 16,710 17,807
医 療 ・ 社 会 援 助 活 動 6,082 6,572 7,082 7,559
文 化 ・ ス ポ ー ツ 活 動 2,329 2,518 2,697 2,891
党 ・ 大 衆 組 織 活 動 454 491 525 560
地域・社会・個人サービス活動 8,210 8,860 9,419 9,974
家 事 関 連 サ ー ビ ス 720 781 840 893

国 内 総 生 産（GDP） 425,373 461,344 490,458 516,568
（注）　 1）暫定値。
（出所）　表 1に同じ。
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　 4 　所有形態別国内総生産（実質：1994年価格） （単位：10億ドン）
2006 2007 2008 20091）

国 家 セ ク タ ー 169,696 179,718 187,561 195,046
集 団 セ ク タ ー 29,230 30,201 31,110 31,997
民 間 セ ク タ ー 43,832 50,727 56,293 61,601
個 人 セ ク タ ー 128,365 139,373 149,356 158,607
外 国 投 資 セ ク タ ー 54,250 61,325 66,138 69,317
国 内 総 生 産（GDP） 425,373 461,344 490,458 516,568
（注）　 1）暫定値。
（出所）　表 1に同じ。
　 5 　生産統計（実質：1994年価格） （単位：10億ドン）

2006 2007 2008 20091）

農 業 142,711 147,847 158,108 161,536
耕 作 作 物 111,613 115,375 123,391 124,487
畜 産 27,907 29,196 31,326 33,547
サ ー ビ ス 3,191 3,276 3,391 3,520

工 業 486,637 568,141 647,244 696,648
鉱 業 37,804 37,086 35,841 39,119
石 炭 6,941 7,587 7,166 7,896
石 油 ・ ガ ス 25,466 23,817 22,175 24,064
そ の 他 5,397 5,682 6,201 7,159

製 造 業 420,944 500,157 577,059 618,959
食 品 ・ 飲 料 103,079 121,907 141,536 149,991
た ば こ 11,186 12,480 12,487 11,880
繊 維 ・ 衣 料 42,902 48,071 53,723 56,793
皮 革 ・ 皮 革 加 工 22,496 24,361 27,785 30,379
木 材 ・ 製 紙 18,184 22,289 26,817 29,877
印 刷 ・ 出 版 5,205 5,887 6,915 6,692
化 学 ・ 石 油 製 品 29,197 33,857 37,096 39,274
ゴ ム ・ プ ラ ス チ ッ ク 21,373 26,453 31,926 35,549
非 金 属 製 品 43,793 47,569 53,583 57,194
金 属 15,707 18,492 21,836 24,098
金 属 製 品 22,836 27,972 33,438 37,047
機 械 ・ 設 備 5,561 7,228 8,236 8,771
事 務 機 器 5,223 6,702 8,469 9,120
電 機 ・ 電 子 製 品 15,841 20,186 22,193 23,561
通 信 機 器 9,138 12,462 14,081 15,404
自 動 車 ・ 輸 送 機 器 30,056 40,972 49,520 53,688
家 具 ・ そ の 他 19,167 23,270 27,421 29,642
電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 27,890 30,898 34,344 38,570
電 気 ・ ガ ス 26,134 29,060 32,252 36,251
水 道 1,756 1,837 2,019 2,319

（注）　 1）暫定値。
（出所）　表 1に同じ。
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　 6 　国・地域別貿易 （単位：100万ドル）
2006 2007 2008 20091）

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
日 本 5,240.1 4,702.1 6,090.0 6,188.9 8,467.8 8,240.3 6,291.8 7,468.1
A S E A N 6,632.6 12,546.6 8,110.3 15,908.2 10,337.7 19,567.7 8,591.9 13,813.1
カ ンボジア 780.6 169.5 1,041.1 205.5 1,531.6 214.3 1,146.9 186.2
インドネシア 957.9 1,012.8 1,153.2 1,353.9 751.2 1,728.9 784.2 1,546.1
ラ オ ス 95.0 166.6 109.7 211.3 160.3 278.7 169.3 248.5
マ レーシア 1,254.0 1,482.0 1,555.0 2,289.9 2,030.4 2,596.1 1,681.6 2,504.7
フ ィリピン 782.8 342.6 965.1 414.2 1,824.7 389.1 1,461.9 498.4
シンガポール 1,811.7 6,273.9 2,234.4 7,613.7 2,713.8 9,378.0 2,076.3 4,248.4
タ イ 930.2 3,034.4 1,030.0 3,744.2 1,288.5 4,905.6 1,266.1 4,514.1
台 湾 968.7 4,824.9 1,139.4 6,946.7 1,401.4 8,362.6 1,120.6 6,252.6
香 港 453.0 1,440.8 582.5 1,950.7 877.2 2,633.3 1,034.1 825.6
韓 国 842.9 3,908.4 1,243.4 5,340.4 1,793.5 7,255.2 2,064.5 6,976.4
中 国 3,242.8 7,391.3 3,646.1 12,710.0 4,850.1 15,973.6 4,909.0 16,441.0
ロ シ ア 413.2 455.8 458.5 552.2 672.0 969.6 414.9 1,414.7
E U 7,094.0 3,129.2 9,096.4 5,142.4 10,895.8 5,581.5 9,378.3 5,830.3
ア メ リ カ 7,845.1 987.0 10,104.5 1,700.5 11,886.8 2,646.6 11,355.8 3,009.4
オーストラリア 3,744.7 1,099.7 3,802.2 1,059.4 4,351.6 1,357.9 2,276.7 1,050.0
そ の 他 3,349.1 4,405.3 4,288.1 5,265.3 7,151.2 8,125.5 9,658.7 6,867.6
合 計 39,826.2 44,891.1 48,561.4 62,764.7 62,685.1 80,713.8 57,096.3 69,948.8
（注）　 1）暫定値。
（出所）　表 1に同じ。
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